
 

 

無料低額宿泊所 きぼうのいえ 運営規程 

 

(宿泊所の目的） 

第１条 特定非営利活動法人きぼうのいえ（以下「事業者」という。）が設置する無料低額

宿泊所 特定非営利活動法人きぼうのいえ （以下「宿泊所」という。）において実施す

る社会福祉法（昭和 26 年法律第 45号）に基づく「生計困難者のために、無料又は低額な

料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を利用させる事業」の適切な運営

を確保するために必要な人員及び運営に関する事項を定め、宿泊所を利用する対象者（以

下「入居者」という。）に対して、入居者の意思及び人格を尊重し、入居者の立場に立っ

たサービスを提供することを目的とする。 

 

 

（運営の方針） 

第２条 入居者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、現

に住居を求めている生計困難者につき、無料又は低額な料金で、居室その他の設備を利用

させるとともに、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう必要な

サービスを適切かつ効果的に行うものとする。 

２ 無料低額宿泊所が基本的に一時的な居住の場であることに鑑み、入居に係る契約の契約

期間は原則１年以内とするが、病状等により延長できるものとする。 

３ 入居者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、独立して日常生活を営むこと

ができるかを常に把握するものとする。 

４ 入居者が独立して日常生活を営むことができる場合、入居者の希望、退居後に置かれる

こととなる環境等を勘案し、円滑な退居のための必要な援助を行うものとする。 

５ 地域との結び付きを重視した運営を行い、東京都、台東区、生計困難者の福祉を増進す

ることを目的とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供す

る者との連携に努めるものとする。 

６ 前４項のほか、社会福祉法、東京都無料低額宿泊所の設備及び運営基準に関する条例（令

和元年東京都条例第８１号。）、東京都無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例

施行規則（令和元年東京都規則第１１０号）及び東京都無料低額宿泊所の設備及び運営の

基準に関する条例等施行要領（令和２年２３月２４日付３１福保生保第１６８４号）に定

める内容のほかその他関係法令等を遵守し、事業所宿泊所の運営を行うものとする。 

 

 



 

 

 

 (宿泊所の名称等） 

第３条 宿泊所の名称、所在地及び電話番号は、次のとおりとする。 

（１）名称 特定非営利活動法人 きぼうのいえ 

（２）所在地 東京都台東区清川２丁目２９番１２号  

（３）電話番号 ０３（３８７５）７５２３ 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 宿泊所における職員の職種、サービス等の提供に必要な員数は、次のとおりとする。 

（１）施設長（管理者） ２名 （常勤）２名 

（２）支援員  ９名（常勤 ５名、非常勤 ４名） 

（３）調理職員 ６名（非常勤 ６名） 

（４）事務職員 １名 

 

２ 施設長及び事務局長は、職務として職員の管理、入退居に係る調整、業務の実施状況の

把握その他の管理を一元的に行うとともに、職員に対し本運営規程を遵守させるために必

要な指揮命令を行う。 

３ 施設長及び事務局長は、職務として入居者からの相談に応じるとともに、適切な助言及

び必要な支援を行う。 

３ 生活支援員は、職務として入居者が安心して生活できるように、身の回りの世話や介護

サービスを提供する。 

４ 事務職員は、職務として日々の現金出納、帳簿の作成等、経理事務一般を行う。 

 

（職員の勤務時間） 

第５条 宿泊所における職員の基本的な勤務時間は、次のとおりとする。 

（１）勤務日 事務職は月曜日から金曜日までとする。ただし、国民の祝日のほかに年末年

始を休日とする。生活支援員は週５日のローテーションを組み、夏季休暇６日間（定休

日を含まない）、冬期休暇６日間（定休日を含まない）を設けることとする。 

（２）時間 事務職は、午前９時から午後５時までとする。生活支援員は、早番午前７時３

０分から午後３時３０分、日勤午前９時から午後５時、遅番午前１１時３０分から午後

７時３０分、夜勤午後５時から翌午前９時３０分までとする。 

（３）上記の勤務日・時間のほか、緊急時に対応できるよう常時連絡がとれる体制とする。 

   対応電話番号 ０８０（１２３６）５３１８（事務局長直通） 

 

（主な入居対象者） 

第６条 宿泊所に入居する主な対象者は次のとおりとする。 



 

 

（１）生活保護受給者 

（２）低収入であるために生計が困難である者 

（３）単身での居宅生活が困難な者の内、他の社会福祉施設の入所対象とならない者 

（４）単身での居宅生活が困難な者の内、入院の対象とならない疾病を持った者 

（５）その他罹災等により居住できる住居がない者 

 

（入居定員及び居室面積） 

第７条 宿泊所の入居定員は計２１名とする。 

単身世帯居室（個室） 計２１名 

 

２ 宿泊所の居室面積は以下のとおりとする。 

（１）単身世帯居室（個室）  

１０１号室、１０２号室             ７．９８㎡ 

   １０３号室、２０６号室，３０６号室，４０６号室 ９．５０㎡ 

   ２０１号室、３０１号室、            ９．１４㎡ 

   ４０１号室                   ８．９３㎡ 

２０２号室、から２０５号室           ８．８０㎡ 

３０２号室、から３０５号室           ８．８０㎡ 

４０２号室、から４０５号室           ８．８０㎡ 

 

（サービス等の内容） 

第８条 入居者に提供する居室の利用及びサービスの提供は、次のとおりとする。 

（１）専用による居室の利用 

（２）共用による食堂、談話室、洗面所、洗濯場、トイレ、喫煙室の利用 

（３）入浴機会の提供 

    提供時間 ９：００～１８：００（毎日） 

（４）食事の提供 

    朝食：提供時間 ７：３０～８：３０ 

昼食：提供時間 １１：３０～１３：００ 

夕食：提供時間 １７：３０～１８：３０ 

（５）１日につきおおむね７回以上、居室訪問等による入居者の状況の把握 

（６）前号の状況把握を踏まえ、福祉事務所、入居者が利用する福祉サービス事業者、医療

機関その他の関係機関等との連絡調整 

（７）福祉制度等の利用手続の代行や補助 

（８）入居者からの相談に対する助言 

（９）清掃及び営繕に関する業務 



 

 

（１０ 】－おその他入居者の状態に応じた支援 

 

２ 本人の希望に基づいて実施する金銭管理支援は、別途定める「金銭管理規程」に基づ

いて行う。 

 

（業務の第三者への委託） 

第９条 宿泊所は、前条に規定するサービス等の提供に関する業務は、事業所の職員によっ

て行うものとする。ただし、次の業務については、第三者に委託することにより行う。 

（１）定期的な清掃及び修繕に関する業務 

（２）定期的な防災設備管理の点検に関する業務 

（３）その他臨時的に発生する設備等の維持・管理・運営上必要な業務であって、入居者の

支援に多大な影響を及ぼさない業務 

 

（入居者から受領する費用の種類及び額） 

第１０条 宿泊所が居室の利用又はサービスを提供した際には、入居者から費用の支払いを

受けるものとし、その種類と内訳は次の各号のとおりとし、その額については別途、公表

する。 

（１）居室使用料 （施設の利用に係る費用） 

    １か月につき ５３，７００円 

（２）共益費 

    1 か月につき １２，０００円 

（３）光熱水費 

   光熱水費は実費相当とし、額は以下のとおりとする。ただし、以下の額が実費相当の

額と著しく乖離した場合は、見直すものとする。 

   電気 １か月につき６，０００円 

   ガス １か月につき１，０００円 

   水道 １か月につき２，０００円 

    尚、冬季加算２，６３０円を暖房費（電気代）として徴収します。 

（４）食事費（食材料費及び調理員の配置に係る費用） 

    朝食 １か月につき １３，５００円 

昼食 １か月につき １５，０００円 

夕食 １か月につき １６，５００円 

（５）基本サービス費（状況把握や助言等の支援に係る費用） 

１か月につき ７，０００円 

（６）その他生活において必要となるものに係る費用であって、その入居者に負担させるこ

とが適当と認められるものの実費 



 

 

２ 入居者が月の途中に入退去する場合については第１項各号に掲げる費用については実際

に入居していた日割りによるものとする。 

３ 宿泊所が費用の支払いを受けた場合は、費用の種類ごとの内訳を記した領収証を、当該

費用を支払った入居者に対し交付するものとする。 

 

（サービス等の利用に当たっての留意事項） 

第１１条 入居者は、居室の利用及びサービスの利用に当たっては、次に規定する内容に留

意すること。 

（１）居室内で喫煙を行わないこと 

（２）火器の取扱いに注意すること。 

（３）宿泊所内において、飲酒、けんか、口論、中傷その他、他人の迷惑となるような行為

をしないこと。 

（４）宿泊所内において入居者や職員等に迷惑をかけるような著しく粗野又は乱暴な言動を

しないこと。 

（５）居室等の修理又は造作模様替えや外部の福祉サービス等の利用を希望する際には予め

宿泊所と協議すること。 

（６）宿泊所の物品、備品などを故意に破損しないこと。 

（７）危険物を持込まないこと。 

（８）近隣住民との良好な関係の構築に努めること。 

（９）宿泊所の管理上必要な施設長の指示に従うこと。 

 

（緊急時及び事故発生時等における対応方法） 

第１２条 緊急時及び事故が発生したときは、状況に応じ、すみやかに医療機関、県都、区

又は市（被保護者の場合）及び入居者の家族への連絡を行う等の必要な措置を講じるもの

とする。 

２ 事故の状況及び事故に際して取った処置について記録し、当該入居者の契約終了の日（当

該契約終了の日において当該記録に係る事象が完結していない場合にあっては、その完結

の日）から５年間保存するものとする。 

３ 居室の利用およびサービスの提供により賠償すべき事故が発生したときは、速やかに損

害を賠償するものとする。 

 

（非常災害対策） 

第１３条 非常災害に関する具体的な計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡

体制を整備し、それらを定期的に職員に周知するものとする。 

２ 宿泊所は、非常災害に備えるため、年に１回以上、定期的に避難、救出、その他必要な

訓練（夜間を想定した場合を含む。）を行うものとする。 



 

 

 

（衛生管理等） 

第１４条 入居者の使用する設備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努

め、又は衛生上必要な措置を講じるものとする。 

２ 宿泊所において感染症、食中毒又は害虫が発生し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

 

（苦情への対応） 

第１５条 提供したサービス等に関する入居者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対

応するために、次のとおり苦情対応に関する窓口を設置し、苦情対応に関する責任者を定

めるものとする。 

（１）苦情対応窓口：特定非営利活動法人きぼうのいえ 相談員、施設長 

     電話番号： 事業所と同じ 

（２）苦情対応に関する責任者：特定非営利活動法人きぼうのいえ 事務局長 

     電話番号： 事業所と同じ 

２ 前項の苦情を受け付けた場合には、その内容を記録し、当該入居者の契約終了の日（当

該契約終了の日において当該記録に係る事象が完結していない場合にあっては、その完結

の日）から５年間保存するものとする。 

３ 苦情はサービス等の質の向上を図る上で重要な情報であるとの認識に立ち、サービス等

の質の向上に向けた取り組みを行うものとする。 

４ 都から指導又は助言を受けた場合には、必要な改善を行い、都からの求めに応じて改善

の内容を区に報告するものとする。 

５ 社会福祉法７０条及び第８５条第１項に規定する調査にできる限り協力するものとす

る。 

 

（個人情報の保護） 

第１６条 その業務上知り得た入居者等の個人情報については、個人情報の保護に関する法

律（平成 15 年法律第 57号）その他関係法令等を遵守し、適正に取り扱うものとする。 

２ 職員は、その業務上知り得た入居者等の秘密を保持するものとする。 

３ 事業者は、職員であった者に、業務上知り得た入居者等の秘密を保持するため、職員で

なくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、職員との雇用契約の内容とす

る。 

４ 他の福祉サービス事業者等に対して、入居者等に関する情報を提供する際は、あらかじ

め文書により入居者等の同意を得るものとする。 

 

 



 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第１７条 職員の資質の向上のために研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務

の執行体制についても検証、整備するものとする。 

（１）採用時研修 採用後３カ月以内 

（２）継続研修 年２回 

２ 職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備するものとする。 

３ 入居者に対するサービスの提供に関する諸記録を整備し、それぞれ当該入居者の契約 

終了の日（当該契約終了の日において当該記録に係る事象が完結していない場合にあって

は、その完結の日）から５年間保存するものとする。 

４ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は入居者の意向を十分に考慮して

事業者と宿泊所の施設長との協議に基づいて定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

この規程は、令和３年１０月２５日から施行する。 

 



 

 

 


